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今週のキーワード 安 倍 首 相 が 議 長 の 産 業 競 争 力 会 議 は 、 主 に ホ ワ イ ト カ ラ ー を 対 象 に 労 働 時 間 を

自 己 裁 量 とする代 わりに残 業 代 や深 夜 労 働 などの割 増 賃 金 が支 払 われない制 度

を 想 定 す る 。 も う 一 つ は 年 収 が 1000 万 円 以 上 で 高 度 な 職 業 能 力 を 持 つ な ど 「 ハ イ

パ フ ォ ー マ ー 型 」 の 特 定 労 働 者 を 対 象 と す る 。 た だ し 長 時 間 労 働 の 恐 れ が あ る と し

て労 組 は「過 労 死 の続 発 につながる」 と反 対 。田 村 厚 労 相 は高 収 入 者 を対 象 とす

る 働 き 方 の 案 に 「 現 状 に そ ぐ う 」 と 一 定 の 評 価 を 示 し た 。 同 会 議 で は 「 配 偶 者 控 除

の縮 小 ・廃 止 」や「解 雇 規 制 の見 直 し」も検 討 中 。 

ホワイトカラー・ 
エグゼンプション 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 
 

海外からのネット配信にも消費税課税     
改正案を来年度改正に盛り込む方針 

 

財務省は、海外からインターネットを通じて配信

される音楽や電子書籍などのデジタルコンテンツ

の取引に対して、消費税を課税できるようにする方

針だ。現在、アマゾンなどの海外のネット販売を通

じて買った電子書籍等は消費税の課税対象外にな

っている一方、国内で通信販売している電子書籍等

には消費税が課税される不公正な状況にある。 

同省は、改正案を2015年度税制改正大綱に盛り込

み、2015年度中の実施を目指す。 

財務省が示した試案によると、まず、消費税が課

される国内取引かどうかの内外判定基準について、

現行制度の「役務の提供者の事務所等の所在地」を、

「役務の提供を受ける者の住所・居所または本店・

主たる事務所等の所在地」に見直す。 

課税方式については、事業者向け取引では、内外

判定基準を変更しその取引を課税対象（国内取引）

とした上で、納税義務を国内事業者に転換する「リ

バースチャージ方式」を導入し、国内事業者が消費

税の申告納税を行う。 

また、電子書籍や音楽の配信等の通常個人向け

や、消費者・事業者双方に提供され事業者向けであ

ることが明らかでない取引は、内外判定基準を変更

しその取引を課税対象（国内取引）とした上で、国

外事業者に納税義務を課す「国外事業者申告納税方

式」を導入する。国外事業者は、国税通則法の規定

に基づき、日本に住所がある「納税管理人」を定め

なければならない。 

成果で評価 新たな労働時間制を提案  
ホワイトカラー・エグゼンプション 

 

「政府介入春闘」と揶揄された今年の春闘は、

結果として主要産業で６年ぶりのベースアップ

をもたらした。春闘から１か月余りが経ち安倍政

権は「時間ではなく成果で評価される働き方にふ

さわしい、新たな労働時間制度の仕組みを検討し

てほしい」と労働時間規制の緩和を検討するよう

政府の会議に指示した。どこかで聞いたセリフだ

と思いきや、07年第一次安倍政権で「ホワイトカ

ラー・エグゼンプション」の導入を図った案だと

気付いた。これは「一定の要件を満たす労働者（年

収1千万円以上の高収入者）については、労働時

間を自己裁量で決め、残業代や深夜、休日労働へ

の割増賃金の支払いなどの労働時間規制を適用

しない」というもの。当時、長時間労働や過労死

を招くと労働組合などが反発し見送られた。 

今回、この案が政府の合同会議で、経済学者な

どの民間議員から上がったことに注目すると、政

府の政策決定力を強めたい安倍政権の意向を先

取りしたフシがある。さらに春闘で応えてくれた

経団連などへの返礼との見方もある。狙いは「総

人件費コスト削減」が最終目的で、そのために第

一段階で「月給100万円以上」の高給取りをター

ゲットにしたとの思惑が働く。合同会議では厚生

労働省と今後調整を本格化し、６月に改定する成

長戦略への反映を目指すというが、紆余曲折は避

けられない。まず時代にそぐわない労働法制の総

ざらいが先決だ。 

税務会計 マーケティング 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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